
記載例４ (登録の更新・進捗状況の報告)
「SDGs達成に向けた重点的な取組｣･「2030年に向けた指標」
を変更しない場合

記載方法

■宣言者（前回提出時に記載済）
・様式第１号に記載した申請者と同一となります。（押印は不要です。）

■SDGs達成に向けた経営方針等と目指す姿（前回提出時に記載済）
・宣言者の2030年に向けた決意を表明していただく項目です。

持続可能な開発目標であるSDGsの達成に向けた経営方針等と、その結果として実現でき
る（したい）企業等の理想像（目指す姿）について記載されています。

■３側面（主な分野に ）（前回提出時に記載済）
・「SDGs達成に向けた重点的な取組」（最大で３つまで記載可）が該当する３側面の分

野にチェック（ ）が入っています（複数選択可）。
・原則として３側面の全てにチェックが入るよう、重点的な取組が設定されています。

■2030年に向けた指標（前回提出時に記載済）
・目標は原則として数値目標としていますが、数値化が困難な場合は、「～を実施す

る、～を増加させる」という表現で記載されています。

■重点的な取組及び指標の進捗状況
・記載されていない場合は、項目名の下に「初回登録年月日」を記載してください｡
・申請時に記載した重点的な取組・指標について、進捗状況（取組の具体的内容や成果、

課題など）を簡潔に記載してください｡
・別紙や添付資料は使用しないでください。
・宣言書は、最後のSDGsゴールの一覧を記載したものを合わせて３頁以内としてください。
・ＷｅｂサイトのＵＲＬを記載する場合は、ハイパーリンクを設定しないでください。

・右上の「宣言者」に記載している「名称」と同一です。（前回提出時に記載済）

■関連する主なSDGsゴール（最大３つまで）
・記載した取組と関係が深いSDGsのゴールが記載されています(複数選択可)｡

■年月日（前回提出時の記載を修正） ・報告年月日を記載してください。

○更新に当たって､｢SDGs達成に向けた重点的な取組｣･「2030年に向けた指標」を変更しない場
合は、登録の更新と進捗状況の報告を１つの宣言書で行うことができます。
○「SDGs達成に向けた重点的な取組｣･「2030年に向けた指標」以外の記載内容を変更する場合

変更した部分に下線を付してください。

■SDGs達成に向けた重点的な取組（前回提出時に記載済）
・事業者等の具体的なSDGsに関する行動を「見える化」するための項目です。

重点的に取り組んでいる行動や今後取り組む行動が記載されています。
・どのような取組がSDGs達成に資するか等については、別紙「基本的取組事項の例」を

ご参照ください（必ずしも記載の取組や枠組みにとらわれることなく、各主体が幅広
い視点に立って多種多様な取組を進めることは大いに期待するものです）。

※ 県公式ウェブサイト「美の国秋田ネット」で公表されている秋田県
ＳＤＧｓパートナーの宣言書は、この宣言書に更新されます。

（様式第２号） 

  令和●年●●月●●日 

SDGs 達成に向けた宣言書 

 

宣言者 所在地 秋田市山王０丁目０－０ 
名 称 秋田県庁株式会社 
代表者 代表取締役 秋田 太郎 

 

は、SDGs の内容を理解し、SDGs 達成に向けた

方針及び取組を次のとおり宣言します。 

 

SDGs 達成に向けた取組方針等と目指す姿 

 

３側面 

(主な分

野に ) 

SDGs 達成に向けた 

重点的な取組 

2030 年に向けた 

指標 

重点的な取組及び 

指標の進捗状況 

（※初回記入不要） 

初回登録年月日：Ｒ●年●●月●●日 

関連する主な 

SDGs ゴール 

（最大３つ） 

経済 

☐社会 

環境 

・リサイクル製品の

積極的活用 

・リサイクル製品を活用し

た商品数増加 

（2022▲商品→2030●商

品） 

・「△△」、「□□」など

○件の新商品を開発 

（2024→2025） 

１２ 

 

１４ 

 

１５ 

経済 

社会 

☐環境 

・女性管理職比率の

引き上げ 

・女性管理職比率の 20％

増加 

（2022▲％→2030●％） 

・部課長への登用推進、

女性管理職比率を HP で

公表 

○％→○％に引き上げ 

（2024→2025） 

５ 

 

８ 

 

１０ 

☐経済 

社会 

☐環境 

・社会貢献活動の積

極的推進 

・●●や●●といった社会

貢献活動の増加 

（2022▲分野■回→2030

●分野★回） 

・「△△」、「□□」など

○分野☆回の社会貢献活

動の回数の増加 

（2024→2025） 

１１ 

 

１７ 

女性管理職の割合増加や多様な人材の登用などにより多角的な経営基盤の強化を図るとともに、環境に

配慮したリサイクル製品を活用しつつ、県産材や地場産品を活用した商品開発に積極的に取り組むこと

で、持続可能な地域経済の実現に貢献する企業を目指します。 

秋田県庁株式会社 


